豊川市土地利用調整組織設置要綱

　（目的）

第１条　この要綱は、市域の土地の合理的かつ有効適切な利用と保全を図るとともに、土地に関する諸問題について、総合的に検討するため、関係する職員で構成する組織等について必要な事項を定めるものとする。

　（設置）

第２条　前条に掲げる目的を達成するための組織として、豊川市土地利用調整審査会(以下｢審査会｣という。)及び豊川市土地利用調整研究会（以下「研究会」という。）を設置する。

　（所掌事務）

第３条　審査会は、別表第１に掲げる事項のうち、研究会において高度な判断が必要となった事項について審議をする。

２　研究会は、別表第１に掲げる事項について審議をする。

　（組織）

第４条　審査会は、別表第２に掲げる課等の課長又は主幹で構成し、審査会長は企画部長をもって充てる。　

２　研究会は、別表第２に掲げる課等の課長補佐又は係長若しくは主査で構成　　し、研究会長は企画政策課長又は主幹をもって充てる。

３　審査会及び研究会の庶務は、企画部企画政策課が行う。

　（審議事項の通知）

第５条　各課等の長は、所管事項のうち、別表第１に掲げる事項が生じたときは、当該事項を研究会長に通知するものとする。

２　研究会長は、前項の通知があったときは、当該事項を研究会で審議するものとする。ただし、高度な判断が必要となった事項については、審査会に諮るものとする。

　（審査会の審議）

第６条　審査会は、前条第２項ただし書に規定する事項について審議する。た　だし、審査会長が審査会の審議を要しないと認めるものにあっては、これを　　　省略することができる。

２　審査会長は、審査会において特に重要な事項で、総合的な判断が必要であると審議したものについては、豊川市企画調整会議設置要綱（平成６年４月６日施行）に基づき、企画調整会議に諮るものとする。

　（研究会の部会）

第７条　審議を円滑に行うため、研究会に部会を置く。

２　部会の名称、所掌事務及び庶務は、別表第３のとおりとする。

３　部会長は、別表第３に掲げる庶務の課長又は主幹をもって充て、審議事項に関係のある課等の課長補佐又は係長若しくは主査で構成する。

４　部会は、部会長が重要とみなしたものを除き、最終審議とすることができ、審議結果は、研究会に報告する。

　（意見聴取等）

第８条　審査会長、研究会長及び部会長は、各会の審議に当たって必要があると認めたときは、当該事項に関係する課等又は関係者に意見の聴取、説明その他必要な協力を求めることができる。　

　（委任）

第９条　この要綱に定めるもののほか、審査会の運営に関する事項は審査会長が、研究会の運営に関する事項は研究会長が定める。

附　則

　この要綱は、平成１２年４月２４日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

	別表第１(第３条、第５条関係)

所　　　掌　　　事　　　務

	１　総合的な土地利用計画及び調整に関すること
	(1) 国土利用計画法に基づく国土利用計画及び土地利用基本計画

(2) 都市計画法に基づく都市計画区域、市街化区域、市街化調整区域及び用途地域の変更

(3) 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業振興地域及び農用地区域の計画見直し

(4) 森林法に基づく地域森林計画（土地利用に関すること）

(5) 総合的な土地対策を推進するうえに必要な事項等の調査研究

(6) その他重要な土地利用計画

	２　土地の区画形質若しくは用途の変更に関すること


	(1) 豊川市土地利用事業指導要綱に掲げる土地利用事業

	３　国、県、市等が行う施設計画の立地及び整備に関すること


	(1) 施設計画に係わる土地の面積が、市街化調整区域3,000㎡以上、市街化区域5,000㎡以上のものについての立地及び整備

(2) その他土地利用上重要な施設計画についての立地及び整備


別表第２（第４条関係）

	企画政策課　企業立地推進課　農務課　商工観光課　環境課

清掃事業課　市民協働国際課　人権交通防犯課　道路維持課　道路建設課

公園緑地課　建築課　都市計画課　区画整理課　水道整備課

下水管理課　下水整備課　消防本部予防課　教育委員会庶務課

生涯学習課


別表第３（第７条関係）

部会名�
所　掌　事　務�
庶　務�
�
建築


部会�
(1) 土地の区画形質の変更に関するものについて、施行区域の面積が、市街化調整区域3,000㎡以上５ｈａ未満、市街化区域5,000㎡以上５ｈａ未満のもので建築物又は、特定工作物の建築における行為　





(2) 土地及び建物利用用途変更に関するものについて、施行区域の面積が、市街化調整区域3,000㎡以上５ｈａ未満、市街化区域5,000㎡以上５ｈａ未満のもので建築物又は、特定工作物の建築における行為�
建築課�
�
農務


部会�
(3) 土地の区画形質の変更及び利用用途変更に関するものについて、施行区域の面積が、市街化調整区域3,000㎡以上５ｈａ未満、市街化区域5,000㎡以上５ｈａ未満のもので建築を伴わない、農地転用、森林の伐採及び森林法による開発行為�
農務課�
�
企画


政策


部会�
(4) (1)、(2)、(3)に関するものについて、建築物又は、特定工作物の建築における行為及び農地転用、森林の伐採、森林法による開発行為以外のもの





(5) 土地の区画形質の変更及び土地及び建物利用用途変更に関するものについて、施行区域の面積が５ｈａ以上のもの





(6) その他、住民の福祉又は自然環境の保全に著しく影響を及ぼす恐れのあるもの�
企画政策課�
�
 








